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令和5年度事業活動概要 

令和5年度事業計画に基づき、次の事業の取り組み

を推進・実施した。 

 

 

１．推進活動 

(1)環境共生団地・まちづくり事例の分析・整理 

環境共生住宅の一層の普及促進を目的とし、「環境共

生住宅 早わかり設計ガイド/戸建住宅編・集合住宅編」

で取り扱いのない『環境共生まちづくり・団地』につ

いて、様々な機会における情報発信のためのコンテン

ツ充実化を図ることを目的に、令和4年度に引き続き

会員からの情報提供などにより事例情報を収集した。 

また、特徴や採用されている様々な取り組み内容（要

素・技術等）を分析・整理し、広報部会と連携しなが

らkkjサイトへこれらの情報をアップした。 

また昨年度に引き続き、実際に導入された対策内容、

現在の環境の状況、計画時から現在に至るまでの各種

課題などを把握するために、竣工後ある程度の期間が

経過した「環境共生団地・まちづくり事例」を対象に、

現地視察や計画者へのヒアリング調査を行った。 

 

(2)環境共生住宅事例データベースの拡充 

環境共生住宅への理解・普及を目的に、環境共生住

宅事例データベースの拡充を図った。掲載要件に基づ

き、会員企業等が取り組む新築及び改修事例を収集し、

データベースに追加してホームページを通じて情報発

信した。本年度は、会員企業から情報提供された2事

例について、kkjサイトへ情報を掲載した。 

 

(3)「環境共生住宅」を考える今日的視点に関する情報

収集 

住宅・まちづくりに対するニーズや価値観などが多

様化している今日的状況を背景に、「環境共生住宅」の

魅力をさらに高めていくための新たな視点を探ること

を目的に、今日的視点に関するいくつかのテーマを定

め、各テーマに関係するゲストを招いてプレゼンテー

ション＋自由討議を行う「環境共生住宅の新しい魅力

を考える勉強会」を開催した。なお、本年度は試行的

に、「環境共生住宅」×「二地域居住、田舎暮らし」を

テーマに勉強会を開催した。 

 

２．調査研究活動 

(1)環境共生住宅推奨部品を組み込んだ「お勧め建材ガ

イド」「お勧め設備ガイド」の検討及び作成 

「お勧め建材ガイド」は、最近の品確法等の改正内

容を踏まえて検討を重ね、5 地域編の最新版、6 地域

編、7地域編の改訂版を作成した。 

「お勧め設備ガイド」は、5地域編、7地域編を新た

に作成し、6地域編は改訂版として作成した。 

これらにより、温暖地である5～7地域について両ガ

イドを整え、省エネ性能の目標水準に応じた断熱レベ

ルと設備グレードの組合せを検討できる資料としてセ

ットで公開した。 

 

(2)環境共生住宅推奨部品データベースの運営・管理 

推奨部品の登録及び利用の拡大を目指し、「レジリエ

ンスの向上」に該当する部品の検討を行うとともに推

奨基準の見直しを行った。具体的には、「レジリエンス

の向上」に該当する部品として、新たに「太陽熱利用

システム」、「太陽光発電システム」、「家庭用ガスコー

ジェネレーションシステム」を対象とし、推奨基準等

を追加した。また、合わせてホームページ及び環境共

生住宅推奨部品の「概要と推奨基準の考え方」を修正

した。 

さらに、「Ⅺ レジリエンスの向上」に該当する部品

として、既存部品分類の「雨水利用システム」、「給湯・

給湯暖房機器（エコキュート、ハイブリッド給湯機）」

及び、新たに追加する部品分類「配線器具」について

も検討を始め、次年度も引き続き検討をしていくこと

とした。 

 

３．広報活動 

(1)環境と共生する家づくりに関する情報発信 

①ホームページの運用 

kkj サイトへのアクセス数は、全体的にはアクセス

数とページビュー数と共に昨年度より減少したが、一

般事業へのアクセス数及び一人当たりのページビュー

数は増加した。 
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エンドユーザーに向けて、環境共生住宅の良さやそ

こでの暮らし方についての情報発信を引き続き実施し

た。 

令和4年度に制作・公開した子ども向けの副教材「環

境共生住宅とSDGs」の教員向けの解説書を制作・公開。 

合わせて「環境と共生する暮らし方教室/暖かくす

ごす冬の工夫」の実施に向け、kkj が作成してきた出

版物やWEBコンテンツを講演用パワーポイント資料と

してまとめた。既存コンテンツを活かした環境と共生

する暮らし方教室の実施に向けて、実際の現場の受け

止めや意見等を聞く機会を設けた。 

②居住者インタビューの実施 

住宅を対象とする「LEED for Homes」の認定住宅と

して、日本国内で4件目となる環境共生型の賃貸住宅

「鈴森 village」の居住者へのインタビューを行い、

環境と共生する賃貸型の住宅に住んだことで実感でき

た省エネ性能を備えた住まいの良さを聞くことができ

た。 

(2)会員へのサービス提供 

①見学会の開催 

第1回では、駅前の図書館・美術館という利便性の

高い文化的な公共施設において、光や緑等の自然の要

素と利用者が、建物を通して連鎖しあう設計を行った

ことで、施設を利用する人たちの心を豊かにする空間

形成に成功した事例の見学会を実施した。 

第2回では、寒暖差が大きく冬期の朝の寒さが非常

に厳しい秩父地域において、先進的な工務店が建設し

た超高断熱住宅を見学し、断熱性能の高さを実感する

ことができた。 

計2回の見学会で延べ45名が参加した。 

②交流セミナーの開催 

第1回では、今後さらに重要度が増すと考えられる

ライフサイクルの視点からの環境負荷低減に関する最

新動向や取り組み状況等をテーマとしたセミナーを開

催した。 

第2回では、新たに創設された断熱等性能等級6、7

の住宅の今後の普及を見据え、その意義や様々な関連

動向等をテーマとしたセミナーを開催した。 

第3回では、近年激甚化頻発化する水害に対する住

まい、まちづくりとして求められる対策や費用対効果、

誘導手法等について学ぶことができた。 

計3回のセミナーを開催し、延べ151名が参加した。

③技術研修交流会の開催 

令和5年度は開催しなかった。 

④機関誌の発行 

独自の取材記事や協議会主催の見学会、交流セミナ

ー等の実施レポートをまとめ、計1回発行した。 

⑤kkjの活動情報発信 

kkj サイトの会員専用ページでは、最新情報への更

新・追加に努め、会員向けの情報の充実化を進めた。 

(3)会員拡大や協議会の認知度向上等に向けた広報活動 

①kkj サイトの解析結果を活かした広報・普及活動の

展開 

kkj サイトを中心に、協議会の活動や環境共生に関

する最新情報を積極的に発信した。またサイトのアク

セス解析結果を活かし、kkj サイトの改編を行い、よ

り効果的な広報・普及活動を展開した。 

令和4年度のサイト解析において、特に関心の高い

「水害」「台風」をキーワードに、住まい手に向けた「環

境共生住宅と水害」ページ制作について、広報部会で

検討を進め、家づくりや住まい方からできる水害対策

に関する情報をまとめ、公開した。 

②地域からの便りの発行 

日本の各地で活動している専門家による声を「地域

からの便り」として1回発信した。沖縄県／那覇市か

ら、環境と共生する住まいや暮らしについての記事を

紹介した。 

４．普及展開活動 

 脱炭素型社会や SDGs に賛同する組織として、社会

的要請やニーズに対応すべく体制や活動内容等の更な

る充実を図るとともに、kkj 活動の成果物（出版物や

ツール等）を積極的に公開し、環境共生住宅やパッシ

ブデザインの普及に資する活動を展開し、会員の拡大

を図る活動を実施した。 

 また、団体名称変更に関する検討を行い、変更案を

提案した。 
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1. 推進活動 

1-1 環境共生まちづくり事例の分析・整理《継続》 

(1)概要 

環境共生住宅の一層の普及促進を目的とし、「環境共

生住宅 早わかり設計ガイド/戸建住宅編・集合住宅編」

で取り扱いのない『環境共生まちづくり・団地』につ

いて、様々な機会における情報発信のためのコンテン

ツ充実化を図ることを目的に、令和 4 年度に引き続き

会員からの情報提供などにより事例情報を収集した。 

また、特徴や採用されている様々な取り組み内容（要

素・技術等）を分析・整理し、広報部会と連携しなが

らkkjサイトへこれらの情報をアップした。 

また昨年度に引き続き、実際に導入された対策内容、

現在の環境の状況、計画時から現在に至るまでの各種

課題などを把握するために、竣工後ある程度の期間が

経過した「環境共生団地・まちづくり事例」を対象に、

現地視察や計画者へのヒアリング調査を行った。これ

により事例視察・ヒアリング調査は計 8 事例となり、

現地調査並びにヒアリングを通じなければ得られない

貴重な情報（特に竣工後から現在までの実態など）が

得られた。 

 

(2)実施内容 

①令和 5 年度も引き続き、竣工後ある程度の期間が経

過した特徴的な「環境共生団地・まちづくり事例」

の事例視察・ヒアリング調査を実施した。本年度は、

「みんなの未来区 BONJONO」並びに「ガーデンシテ

ィ舞多聞」の2事例を調査した。 

②これら事例調査内容を「事例シート」として取りま

とめるとともに（図1-1）、調査内容の総合的な整理・

分析を行った。具体的には、まず、環境共生住宅の3

つのテーマ別にまちづくり手法・対策の特徴を整理

するとともに、収集した事例情報を竣工時期や団地

形態（戸建団地、集合住宅団地、戸建・集合団地）、

地域区分などから特徴分析を行った。（図1-2） 

③これら「事例シート」や「環境共生まちづくりの手

法・特徴分析」を令和 3 年度に立ち上げた kkj サイ

ト内のコンテンツ「環境共生まちづくり事例データ

ベース」内にアップした。 

④次年度も引き続き事例視察・ヒアリング調査を継続

して行く予定である。調査内容を「事例シート」と

して取りまとめるとともに、これまで行った事例視

察・ヒアリング調査から得られた知見を整理分析し、

部会メンバーはもちろん kkj 会員に対し広く情報共

有していく予定である。 

≪事例シート：みんなの未来区 BONJONO≫ 

本資料は、令和5年9月12日（火）に実施された「第７回

事例視察・ヒアリング調査（場所：みんなの未来区 BONJONO）

における調査の概要を整理したものです。「シェアタウン」を

テーマにタウンマネジメントを取り入れた先進的な住宅団地

として、歴史や取り組み状況・課題などについてお聞きします。 

■実施日：令和5年9月12日（火） 

■ヒアリング対象者： 

〇渡邉 龍三氏（城野ひとまちネット 管理人） 

〇牛房 義明氏（北九州市立大学 教授） 

〇原いくみ氏（西部ガス株式会社） 

 

 

 

 

 

≪事例シート：ガーデンシティ舞多聞≫ 

本資料は、令和5年11月14日（火）に実施された「第８

回事例視察・ヒアリング調査（場所：ガーデンシティ舞多聞）

における調査の概要を整理したものです。住民との連携で進

める新しい「持続可能な地域コミュニティ」をめざした宅地

開発プロジェクトとして、歴史や取り組み状況・課題などに

ついてお聞きします。 

■実施日：令和5年11月14日（火） 

■ヒアリング対象者： 

〇齊木 崇人氏（神戸芸術工科大学 名誉教授） 

〇橋本 恒一氏（NPO法人ｶﾞｰﾃﾞﾝｼﾃｨ舞多聞倶楽部 事務局長） 

 

 

 

 

図1-1 令和5年度に実施した事例視察・ヒアリング調査事例 
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1-2 環境共生住宅事例データベースの拡充《継続》 

(1)概要 

昨年度に引き続いて、環境共生住宅への理解・普及

を目的に、環境共生住宅事例データベースの拡充を図

った。掲載要件に基づき、会員企業等が取り組む新築

及び改修事例を収集し、データベースに追加しホーム

ページを通じて情報発信した。 

会員企業の協力及びkkj活動を通じて、地域性に配

慮した特徴的かつ先導的な新築事例を収集し、情報発

信することができた。 

(2)実施内容 

①新築及び改修事例の収集、データベースへの追加 

会員企業から情報提供された次の 2 事例について、

kkjサイトへ情報を掲載した。（図1-3） 

1)アルビオ・ガーデン南郷通［ミサワホーム(株)］ 

・冬季に暖かな日差しを取り入れられるよう全住戸

を南西向きに配置し、2 棟の最上階に、ミサワホ

ーム独自開発の大収納空間「蔵」を取り入れたス

キップフロアの住戸を新規導入している。 

2)マールク新さっぽろ（新さっぽろ駅周辺地区Ｉ街

区開発プロジェクト）[大成建設(株)] 

・地方都市の駅前拠点の複合開発。商業、ホテル、

集合住宅、医療施設のミクストユースの開発によ

り、にぎわいとつながりのあるまちづくりを行っ

た。コンパクト＆スマートシティのモデルを目指

し、エネルギーセンターのガスコジェネにより、

温冷水と電気を効率的に供給。歩行者ネットワー

クと広場の整備によるウォーカブルなまちづく

り、地域生態系に配慮した緑化を行い、エリアマ

ネジメントにより共用部の管理運営を行ってい

る。 

図1-2  環境共生まちづくり手法・対策の特徴分析（一部抜粋） 

A．「地球環境にやさしい（ロー・インパクト）」 

~1990

① 北⽅型仕様のハイスペックな住
宅団地

②
南⽅型の気候⾵⼟（⽇照、
⾵など）と共⽣し、開放性に配
慮した住宅団地

③
寒冷地の気候⾵⼟と共⽣する
集住化団地【集合住宅＋公
共・福祉等】

① 全⼾ZEH仕様

② まち全体のゼロ・エネルギー化

① 樹⽊の効果活⽤（既存緑地
の活⽤、緑地の形成など）

② ⾵の通りに配慮した街区

(1)

気候⾵⼟に
合わせた住
宅団地づく
り

(2)
全⼾ZEH
化・CO2ゼ
ロタウン化

(3)

⽇照・⾵環
境・緑などに
配慮した計
画（微気
象デザイン
など）

省エネ基準、省エネ技術等の変遷

⼤規模災害等

国際・国内情勢等

1990 2000

住宅⽤太陽光発電

省エネ基準制定(1980年) 新省エネ基準(1992年) 次世代省エネ

【⼾建団地】
美浜ハイツⅠ・Ⅱ
沖縄県北⾕町(8地域)、1992〜1998年

【⼾建団地】
エコシティとはしな
沖縄県豊⾒城市(8地域)、1995年

【⼾建団地】
公園団地諏訪野
福島県伊達市(4地域)、1996年

【地域区分の⾊分け】 1地域 2地域 ３地域 4地域 5地域 6地域 7地域 8地域

COP3（京都議定書

阪神・淡路⼤震災

⽣物多様性条約 発⾏

地球温暖化

トップランナー制度の

20202010 2015

HEMS （ECHONET Lite規格の推奨）

ZEH（ZEHの定義や評価⽅法が確⽴）

（余剰買取制度の開始） （FITの開始）

エネファーム （マンション⽤の販売開始）

【⼾建団地】
伊達エコビレッジ
北海道伊達市(2地域)、2009年

【⼾建団地】
南幌町みどり野きた住まいるヴィレッジ
北海道南幌町(2地域)、2016年

【集合団地】
下川町⼀の橋バイオヴィレッジ
北海道下川町(1地域)、2014年

【⼾建団地】
エムスマートシティ熊⾕
埼⽟県熊⾕市(6地域)、2014年 【⼾建団地】

コモンステージミラまち
愛知県豊橋市(6地域)
2020年

【⼾建団地】
スマートシティ堺・初芝
⼤阪府堺市(6地域)、2012年

【⼾建団地】
⼤宮ヴィジョンシティみはしの杜
埼⽟県さいたま市(6地域)、2014年

【⼾建団地】
千⾥円⼭の丘
⼤阪府吹⽥市(6地域)
2019年

【⼾建団地】
オーナーズヒル⼾⽥ 緑テラス
埼⽟県⼾⽥市(6地域)、2017年

【⼾建団地】
エムスマートシティ熊⾕
埼⽟県熊⾕市(6地域)
2014年

⼾建団地 集合団地 ⼾建･集合団地

COP21（パリ協定採択）

東⽇本⼤震災 熊本地震 北海道胆振東部地震

策推進法の改正

地球温暖化対策計画
2030年に2013年度⽐CO2排出量26%削減

地球温暖化対策計画 改訂
2030年に2013年度⽐CO2排出量46%削減

※H25省エネ基準より、外⽪性能＋⼀次エネルギー消費量で評価
H25省エネ基準 H28省エネ基準
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1-3 「環境共生住宅」を考える今日的視点に関する 

情報収集《新規》 

(1)概要 

住宅・まちづくりに対するニーズや価値観などが多

様化している今日的状況を背景に、「環境共生住宅」の

魅力をさらに高めていくための新たな視点を探ること

を目的に、今日的視点に関するいくつかのテーマを定

め、各テーマに関係するゲストを招いてプレゼンテー

ション＋自由討議を行う「環境共生住宅の新しい魅力

を考える勉強会」を開催した。 

 

(2)実施内容 

①本年度は令和6年1月18日（木）に試行的に開催。 

②開催概要は次の通り。 

 名称：「環境共生住宅の新しい魅力を考える勉強会」 

 ﾃｰﾏ：「環境共生住宅」×「二地域居住、田舎暮らし」 

 プレゼンテーター： 

小林 光氏（東京大学先端科学技術ｾﾝﾀｰ研究顧問） 

徳吉英一郎氏（農業法人 株式会社ノース） 

 主催：一般社団法人 環境共生住宅推進協議会 

 開催日時：令和6年1月18日（木）15:00～17:30 

 開催場所：(一財)建築行政情報センター会議室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 対象：環境共生住宅推進協議会会員 

 参加者：現地参加 37名、WEB参加 16名 

③第1回勉強会の開催状況（プレゼンテーション動画）

を協議会ホームページにアップした。 

④予定参加人数を確保でき、活発な質疑応答が行われ

た。アンケート回答者（計12名）の全員が勉強会の

内容について「とても参考になった」「参考になった」

を回答しており、開催意義はあったと考えられる。

今後の勉強会に期待するテーマについては多岐に

わたっており（「ウェルネス・ビーイング」「少子高

齢化」「地域防災」「空き家対策」「DX･AI」「複合用途

開発」など）、次年度以降も計画的に開催を継続する

予定である。 

 

図1-4 勉強会の様子 

  

図1-3 kkjサイトに掲載した事例データベース（令和5年度新規） 

●アルビオ・ガーデン 南郷通 
冬季に暖かな⽇差しを取り⼊れられるよう全住⼾を南⻄向きに配置。 
２棟の最上階に、ミサワホーム独⾃開発の⼤収納空間「蔵」を取り⼊れたスキップフロアの住⼾を新
規導⼊。 
●環境共⽣要素技術︓［省エネ］［親和性］［健康快適］ 
●事業者︓ミサワホーム(株) 
●所在地︓北海道札幌市 
●竣⼯年︓2023 年 
●設計・施⼯︓（売主）ミサワホーム北海道株式会社、（設計・監理）株式会社 KS 設計室、 

（施⼯）株式会社砂⼦組 
●構造・規模︓鉄筋コンクリート造 15 階建、 

延床⾯積/8,223.04 ㎡(イースト:4,108.27 ㎡/ウエスト:4,114.77 ㎡) 

●マールク新さっぽろ（新さっぽろ駅周辺地区Ⅰ街区開発プロジェクト） 
地⽅都市の駅前拠点の複合開発。商業、ホテル、集合住宅、医療施設のミクストユースの開発に
より、にぎわいとつながりのあるまちづくりを⾏った。 
コンパクト＆スマートシティのモデルを⽬指し、エネルギーセンターのガスコジェネにより、温冷⽔と電気
を効率的に供給。歩⾏者ネットワークと広場の整備によるウォーカブルなまちづくり、地域⽣態系に
配慮した緑化を⾏い、エリアマネジメントにより共⽤部の管理運営を⾏っている。 
●環境共⽣要素技術︓［省エネ］［親和性］［健康快適］ 
●事業者︓⼤成建設(株) 
●所在地︓北海道札幌市 
●竣⼯年︓2023 年 
●設計︓Ｉ街区設計チーム（⼤成建設⼀級建築⼠事務所、ネイ＆パートナーズジャパン、ドーコ

ン、フィルド） 
●施⼯︓⼤成建設札幌⽀店、フジタ・⼤成建設特定建設⼯事共同企業体、⼤成・宮坂共同企

業体、⼤成ロテック 
●構造・規模︓ＲＣ造、Ｓ造 
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2. 調査研究活動

2-1 環境共生住宅推奨部品を組み込んだ「お勧め建

材ガイド」「お勧め設備ガイド」の検討及び作成 

(1)概要 

「お勧め建材ガイド」の 5 地域編、6 地域編、7 地

域編、「お勧め設備ガイド」の5地域編、6地域編、7

地域編の公開データを作成した。 

6地域編、7地域編は令和5年 12 月 25 日に公開、

5 地域編は令和 6 年 3 月 29 日に公開した。いずれも

「お勧め建材ガイド」「お勧め設備ガイド」はセット

で公開している。 

(2)実施内容 

①レベルの設定とkkjお勧め水準の提示 

・品確法断熱等性能等級の上位等級創設を受け、レベ

ル設定を対応させた。

・建材ガイドのレベル3段階と設備ガイドのグレード

2段階の組合せと、省エネ基準、誘導基準、ZEH等の

関係を整理し、「kkj のお勧め」の水準を提示した。

（図2-1参照）

②レベル3の仕様の再検討 

・「お勧め建材ガイド」のレベル3は「開口部強化型」

「躯体強化型」とした。「開口部強化型」は充填断熱

工法及び外張断熱工法の単独の工法、「躯体強化型」

については付加断熱工法とし、仕様を再検討した。 

③一次エネルギー消費量の再計算 

・「お勧め設備ガイド」は外皮性能の変更に伴い一次エ

ネルギー消費量の再計算を行った。 

図2-1 お勧めガイドの断熱レベル・設備グレードの組合せ

と省エネ性能の目標水準

図2-2 「お勧め建材ガイド」掲載ページ例 

図2-3 「お勧め設備ガイド」掲載ページ例 
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2-2 環境共生住宅推奨部品データベースの運営・管理 

(1)概要 

推奨部品の登録及び利用の拡大を目指し、昨年度、

「環境性能等の強化・拡充項目」に新たに設けた推奨

基準項目「Ⅺ レジリエンスの向上」について、該当す

る推奨部品を検討し、推奨基準等についても合わせて

検討を行った。 

また、合わせて環境共生住宅推奨部品の「概要と推

奨基準の考え方」についても修正を行った。 

 

(2)実施内容 

①「Ⅺ レジリエンスの向上」に該当する部品の検討 

・「Ⅺ レジリエンスの向上」に該当する部品として、

新たに「太陽熱利用システム」、「太陽光発電システ

ム」、「家庭用ガスコージェネレーションシステム」

を対象とし、推奨基準等を追加した。 

・推奨基準等の追加に伴い、環境共生住宅推奨部品の

「概要と推奨基準の考え方」を修正した。 

・「Ⅺ レジリエンスの向上」に該当する部品として、

既存部品分類の「雨水利用システム」、「給湯・給湯

暖房機器（エコキュート、ハイブリッド給湯機）」及

び、新たに追加する部品分類「配線器具」について

も検討を始め、次年度も引き続き検討をしていくこ

ととした。 

②ホームページ掲載情報の検討 

・「太陽熱利用システム」、「太陽光発電システム」、「家

庭用ガスコージェネレーションシステム」における

推奨基準等の追加に伴い、部品紹介の記載内容等に

ついて、ホームページの更新を行った。 

・また合わせて登録申請に関する書類（推奨基準、登

録申請書）を更新した。 

環境共⽣住宅推奨部品データベース              
ｌ太陽熱利⽤システム 

・・・ 
■レジリエンスの向上 
太陽熱利⽤システムは、停電・断⽔時にも貯湯量分のお湯(⽔)が
利⽤できるものがあります。⾃然循環型、強制循環型、空気集熱
型でそれぞれシステムや利⽤⽅法等が異なりますので、詳しくは各
社の HP を参照してください。 

 

図 2-4 ホームページの更新内容(太陽光発電システム) 

 

環境共⽣住宅推奨部品データベース              
ｌ太陽光発電システム 

・・・ 
■レジリエンスの向上 
停電時に⾃⽴運転に切り替えることで、⽇射があれば停電中でも、
⾮常⽤コンセントなどから電気を使うことが出来ます。しくみは各社
異なりますので、詳しくは各社の HP を参照してください。 

 
図2-5 ホームページの更新内容(太陽光発電システム) 

 
環境共⽣住宅推奨部品データベース              
ｌ家庭⽤ガスコージェネレーションシステム 

・・・ 
■レジリエンスの向上 
近年は、停電時でもガスが供給されており、発電中であれば運転が継
続可能なシステムや、蓄電池を併設または内蔵して運転停⽌中でも
⾃⽴起動が可能なシステムなど、停電時にも対応可能なシステムが
出てきています。このようなシステムでは、停電時でも電気とお湯を使う
ことができます。また、断⽔時においては、貯湯量分のお湯(⽔)を利⽤
することもできます。詳しくは各社の HP を参照してください。 

 
図2-6 ホームページの更新内容 

(家庭用ガスコージェネレーションシステム) 

 
③既存部品分類製品の追加掲載 

・既存推奨部品の登録更新作業を実施した。（令和6年

2月実施）。  

・既存部品分類について11製品を追加し公開した（令

和6年3月末現在）。 

・推奨部品掲載製品数は、28 分類 141 製品※1 となっ

た。 
※1：重複登録は、「内装仕上げ材（壁材・天井材）」と「内装

仕上げ材（調湿・脱臭建材）」：1件。 
 

表2-1 令和5年度に新たに追加した製品 

 

分類 種類 製品名 メーカー名
断熱材 グラスウール アクリアＵボードピンレスＳ 旭ファイバーグラス(株)

開⼝部材(窓) 樹脂製
アルミ樹脂複合 マドリモ断熱窓　⼾建⽤ YKK AP(株)

暖冷房機器 輻射（放射）
暖冷房パネル

輻射式冷暖房システム
パネルシェード 三葉製作所(株)

ガス給湯器 リンナイ(株)

GT-C(P/V）72シリーズ
(但し、屋内壁掛強制給排気形は除く) (株)ノーリツ

エコジョーズ
（給湯＋暖房） ガス給湯暖房熱源器

ハイブリッド給湯機
（給湯＋暖房） シングルハイブリッド 160Lタイプ

ハイブリッド給湯機
（給湯＋暖房） シングルハイブリッドX5 70Lタイプ

ハイブリッド給湯機
（給湯＋暖房） ダブルハイブリッド 160Lタイプ

家庭⽤ガスコージェネ
レーションシステム

燃料電池⽅式
（PEFC） パナソニック製エネファーム 東京ガス(株)

デッキ材・床材 再⽣⽊材 ヴィラウッド 三協⽴⼭(株)
三協アルミ社

給湯・給湯暖房機器

エコジョーズ
（給湯）

リンナイ(株)
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3. 広報活動

3-1 ホームページの運用 

(1)概要 

kkjは平成10年（1998年）より、

ホームページを通じて、環境共生住

宅についての基礎的な情報から、暮

らし方や住み心地、関連する最新動

向等を常に発信し続けており、kkj の普及啓発活動に

おける効果的なツールとして機能している。令和5年

度は、副教材「環境共生住宅とSDGs」の教育者向け解

説書を新たに制作・公開した。その他「環境共生住宅

と水害」をテーマに、居住者が自らの住まいや暮らし、

命を水害被害から守るための特集ページの制作・公開

を行った。 

(2)ホームページのアクセス結果 

令和5年度のホームページのアクセス概要を以下に

示す。 

表3-1 アクセス総数の前年度比較 

PV数※1 

令和5年度 298,333 

国庫補助事業 97,319 

一般事業 184,400 

TOPページ 16,614 

令和4年度 335,439 

国庫補助事業 205,917 

一般事業 105,423 

TOPページ 24,099 

訪問数
※2

令和5年度 99,618 

令和4年度 121,949 

表 3-2 アクセス数月平均値の前年度比較

PV数※1 訪問数※2 
1人あたりの 

平均PV 

令和5年度 24,861 8,302 3.20 

令和4年度 27,953 10,164 2.75 

※1.PV（ページビュー）数：ホームページ全体の閲覧ページ数

※2.訪問数：同じIPアドレスの訪問延べ数

アクセス総数の前年度比較を見ると、国庫補助事業

ページへのアクセス数が減少した影響を受け、前年度

よりもページビュー数、訪問数共に減少したが、一般

事業のアクセス数は大幅に増加した（表3-1参照）。 

アクセス数月平均値の前年度比較でも、月当たりの

ページビュー数、訪問数共に減少しているものの、一

人当たりの平均ページビュー数は 3.2PV と増加した

（表3-2参照）。 

一般事業の上位コンテンツ20位（表3-3参照）の昨

年度からの大きな変化としては、「環境共生住宅とは」

へのアクセス数が増えた。要因として令和3年度の広

報活動として「環境共生住宅とは」の中に「環境共生

住宅とパッシブデザイン」をテーマに新規ページを追

加した事がアクセス数の増加につながっていると推察

される。 

表3-3 一般事業上位20位コンテンツの比較 

PV/日：1日あたりのページビュー数（ページが閲覧された回数） 

赤字：前年度と比較して1日あたりのページビュー数が増えた、もし

くは順位が上がったコンテンツ

 コンテンツタイトル PV/日  コンテンツタイトル PV/日

kkj特集 73 TOP 64

TOP 66 環境共生住宅とは 55

環境共生住宅とは 48 kkj特集 50

環境共生住宅事例DB 22 環境共生住宅事例DB 21

地域からの便り 20 国土交通省補助事業成果 20

kkj★KIDS 19 協議会の紹介 16

協議会の紹介 13 地域からの便り 16

くまの家　ものがたり 13
ESHパッシブデザイン

ツール
15

kkjの５カ条シリーズ 13 環境共生住宅推奨部品DB 13

環境共生住宅推奨部品DB 12 くまの家　ものがたり 13

ESHパッシブデザイン

ツール
11

ゼロからはじめる

環境共生住宅
9

ゼロからはじめる

環境共生住宅
8 kkj★KIDS 8

会員の環境への取り組み 7 kkjの５カ条シリーズ 8

kkjの出版物・ツール 6 会員の環境への取り組み 5

協議会の紹介INDEX 3 kkjの出版物・ツール 5

くらしかた・すまいかた 3 協議会の紹介INDEX 3

環境共生住宅とはINDEX 2 環境共生住宅とはINDEX 2

交流セミナー 2 くらしかた・すまいかた 2

環境共生まちづくりDB 2 交流セミナー 2

会員専用ページ 2 環境共生まちづくりDB 2

令和4年度

（2022.4.1～2023.3.31）

令和5年度

（2023.4.1～2024.3.31）
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3-2 会員へのサービス提供 

協議会会員へのサービス提供事業としては、 

●見学会 

●交流セミナー 

●機関誌の発行 

を実施した。 

 

(1)見学会 

①趣旨 

 各地に建設された環境共生への取り組みを図ってい

る先進的な事例見学を通じた知見の拡大、情報収集を

行うことにより、環境共生住宅に対する理解をより一

層深め、普及促進を図ることを目的としている。 

②実施概要 

第1回では、「からまりしろ」（「絡まる」と「しろ」

（＝余地）とからなる造語）の概念に基づき、周辺の

自然や生き物等と連鎖し絡まりあいながら存在する秩

序としての複合公共施設に関する見学会を実施した。 

第 2 回では、秩父に建つ高断熱住宅（等級 6・7 相

当）の構造見学（1棟）及び完成物件見学（2棟）によ

り、寒い時期に寒い地域に建つ住宅の断熱性能を体感

する見学会を実施した。 

a.第 1回（8月22日開催）／参加者数27名 

・太田市美術館・図書館 

（建築家 平田晃久氏の設計、 2022年度日本建築

学会作品賞受賞の複合施設） 

b.第 2回（12月 6日開催）／参加者数18名 

・秩父に建つ高断熱住宅（等級6・7相当）／構造見学

及び完成物件見学 

（髙橋建築（秩父）／「パッシブハウス」基準に基

づく高断熱住宅） 

 

(2)交流セミナー 

①趣旨 

 広く環境に関連する最新情報、知見の収集や交換、

会員相互の交流の促進を図る場として、当セミナーを

通じて協議会の活性化を図ることを目指している。 

②実施概要 

第1回では、循環型社会形成の実現のため、運用時

の環境負荷低減だけではなく、生産から廃棄に至るま

での環境影響を定量化し、負荷低減策を検討する手法

であるライフサイクルアセスメントに関する最新情報

についてのセミナーを開催した。 

第2回では、住まいづくりに関する様々な技術革新

や最近の省エネ脱炭素に関する動向を通じて、今後住

まいの外皮の高性能化に求められる方向性について考

える機会となるセミナーを開催した。 

第3回では、近年都市部において激甚化・頻発化す

る水害に対し、水害リスクに応じた建築物の浸水対策

や浸水対策と費用対効果など、最新データや事例、試

算を含め有効な水害対策について学ぶ機会となるセミ

ナーを開催した。 

a.第 1回（6月22日開催）/参加者数42名 

・建築分野におけるライフサイクルアセスメント（LCA）

による環境負荷削減 

（広島県立大学 生物資源科学部 生命環境学科環

境科学コース 准教授 小林謙介氏） 

b.第 2回（11月 1日開催）/参加者数58名 

・脱炭素時代の住宅高断熱化と住まいの方向 

（地方独立行政法人 北海道立総合研究機構  

理事 鈴木大隆氏） 

c.第 3回（3月4日開催）／参加者数51名 

・水害リスクをふまえた住まいづくり・まちづくり

（国土交通省 国土技術政策総合研究所  

住宅研究部 部長 木内望氏） 

 

(3)機関誌の発行 

独自の取材記事や協議会主

催の見学会、交流セミナー等

の実施レポートをまとめ、計1

回発行した。 

 

 

 

 

(4)kkjの活動情報発信 

kkj サイトの会員専用ページでは、最新情報への更

新・追加に努め、会員向けの情報の充実化を進めた。 
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3-2-1 見学会の開催概要 

(1)第 1回見学会 

■見学先：太田市美術館・図書館

■日 時：令和5年8月22日（火）13：30～15：30

■内 容：

○施設スタッフによる概要説明

○3班に分かれて施設見学

○会議室に移動して詳細説明と質疑応答

■参加者数：27名

■主な内容：

平成25年に「市街地の賑わい創出」と「太田市駅旧

北口広場の有効活用」を目的として計画を開始。 

 

平成 26 年 3 月に公募で選ばれた建築家・平田昌

久氏が設計を担当。デザインを決める過程で5か月

間に及ぶ市民参加型のワークショップを実施し、市

民の声を反映させる複合型施設となった。 

街と自然が入り混じり、生きたサイクルが生み出

されるよう、駅からの流れを建物に引き込む装置と

して、様々な方向に出入口を設けた。街の一角とし

て施設を通り抜けできるよう工夫されている。 

緩やかなスロープで繋がった企画展示室等を1階

から上層階へ順に歩きながら見学したことで、建物

上部まで連続した道のような、緩やかな起伏をもっ

た街の緑のような施設の雰囲気を体感できた。 

建築と植栽の緑が一体となった外観 

国際アンデルセン賞の受賞作を特集した書架 3階のデッキから屋上を望む 

自動車のパーツを再使用した椅子 緩やかなスロープに設けられた窓際の閲覧席 

正面入口にある立体的な案内板 2階から１階の総合受付を見下ろす 1階に併設するカフェスペース 

視聴覚ホールでの質疑応答の様子 
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(2)第 2回見学会  

■見学先：秩父に建つ高断熱住宅（等級6・7相当） 

／構造見学及び完成物件見学 

■日 時：令和5年12月 6日（水）13：00～17：00 

■内 容： 

 ○髙橋建築様による説明 

 ○3グループに分かれて住宅見学 

○質疑応答 

■参加者数：18名 

■主な内容： 

先代は数寄屋建築やお茶室をやっていたが、そうい

う立派な家でもちょっと寒いという理由だけで壊され

てしまう。そのために長く持つような家にしたいと思

い暖かい家づくりを志すようになった。省エネで長持

ちするということが大切だと思っている。 

「パッシブハウス」は、外気温が-7℃の時、毎日、朝

の最低室温は18℃ぐらいで、日中は日射熱で25℃ま 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で上がる。無暖房でオーバーヒートさせず、室温をキ

ープさせる仕様となっている。 

南面の開口部が大きいため、夏は日射熱の影響で冷

房負荷が大きくなるが、それでも6畳用エアコン1台

で40坪の家全体を冷やすことができている。 

住宅が建つ土地に合わせて計画することが大切で、

1 棟ごとの冷暖房負荷や熱橋対策、熱交換換気や日射

熱のコントロール等によって暑さ寒さを感じない快適

な室温や気流の少なさ、静かさといった究極の住み心

地をめざしている。 

最近は「こたつ暖房」を勧めている。家中の温度が

同じだと、家事をするキッチンや動き回る子供が暑い

と感じる場合があるので、活動量が少ないお父さんに

はコタツに入ってもらい、エアコン設定温度を18℃ぐ

らいにすることで、個人による暑さの感じ方を解消す

るとともに、比較的電気使用量の少ないコタツを活用

することで省エネを図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

髙橋建築／髙橋様による説明・講義 会場の様子 説明会場／おがの化石館 

秩父パッシブハウス2011／外観 秩父パッシブハウス2024（工事中）／外観 自然豊かな環境に建つ小屋裏冷房のある家／外観 

秩父パッシブハウス2011／パーゴラのあるデッキ 自然豊かな環境に建つ小屋裏冷房のある家／内観 秩父パッシブハウス2024（工事中）／内観 
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3-2-2 交流セミナーの開催概要 

(1)第 1回交流セミナー 

■日 時：令和5年6月22日（水）10：30～12：00

■場 所：オンライン開催（Zoom 利用）

■テーマ：建築分野におけるライフサイクル

アセスメント(LCA)による環境負荷低減 

■講 師：広島県立大学 生物資源科学部 生命環境

学科 環境科学コース 准教授 小林謙介氏

■参加者数：42名

■主な内容：

「2050 年カーボンニュートラル社会の実現を目指

す」という宣言を受け、脱炭素、カーボンニュートラ

ルをはじめとして環境負荷削減ということが叫ばれる

ようになってきているが、本質的な意味での環境負荷

削減とは何かということを常に疑問に思いながら様々

な活動をしている。疑問の1つ目は、モノの製造時や 

廃棄時に多くのCO2を排出しているのではないかとい

うこと。もう一つは、資源の大量消費や廃棄物の増加

増といった形でCO2以外のことも考えているかどうか、

という点。製品やサービスに関わる範囲の全体を俯瞰

してライフサイクルアセスメント(LCA)を用いると、本

当に環境にいいのかどうかということを定量的に分析

することができる。 

ZEH 住宅の LCA 評価の結果例からは、まず運用段階

におけるさらなる負荷削減が1つ目のポイント、創エ

ネ分をさらに拡大できるかどうかが2つ目のポイント、

製造と改修部分の負荷削減が3つ目のポイントである

ことがわかった。特に資材の製造に関しては、木材の

加工工程での環境負荷削減に注目している。設備機器

に関しては、取り替えの更新回数によって負荷が積み

上がるケースが多い。 

令和5年度第1回交流セミナーの動画：https://www.kkj.or.jp/contents/members/members_only/m_action/watch_seminar/report/r0501/r0501.html 
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(2)第 2回交流セミナー 

■日 時：令和5年11月 1日（水）15：00～16：30 

■場 所：オンライン開催（Zoom 利用） 

■テーマ：脱炭素時代の住宅高断熱化と住まいの方向 

■講 師：地方独立行政法人 北海道立総合研究機構  

理事 鈴木大隆氏 

■参加者数：58名 

■主な内容： 

断熱化がもたらしたものとして、空間の環境性能の

向上というのが最も大きかったのではないか。断熱化

をしっかりやって漏気もしっかり減らすと、室温のム

ラがなくなってくる。空間の環境性能を高めるには設

備だけでは無理で、基本的には建築技術とのコラボレ

ートが必要である。住空間がムラのない環境になるこ

とがもたらすメリットとして、住空間がフルに使える

ということが大きい。それが外皮性能の高さがもたら

す最大のメリットである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部分間歇空調が中心の日本では、エネルギー削減の

ためにはかなりダイナミックな性能向上を図らないと

省エネルギーには結びついていかないのではないか。 

HEAT20 で提案した G1、G2、G3 は、省エネ基準の住

宅と同じエネルギーで環境の質を向上させていくの

がG1でありG2。環境の質の向上と50％削減を同時に

できるのがG3。 

住宅の断熱化は新築住宅のみではなく、本丸は中心

市街地・既存住宅の対策である。 

箱のような住宅にただ窓を開けて断熱性能を向上

していくと冷房負荷が増えるのは当たり前。そこに通

風の要素を加え、日射遮蔽の措置という要素を加えれ

ば、断熱性能を向上しても暖房負荷が上がることはな

い。こういったことが大事。いわゆる高断熱化という

新しい技術と、古来より培ってきた技術とのハイブリ

ッドが、改めて必要だということを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和5年度第2回交流セミナーの動画：https://www.kkj.or.jp/contents/members/members_only/m_action/watch_seminar/report/r0502/r0502.html 
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(3)第 3回交流セミナー 

■日 時：令和6年3月4日（月）10：30～12：00

■場 所：現地＋オンライン開催（Zoom 利用）

■テーマ：水害リスクをふまえた住まいづくり・

まちづくり 

■講 師：国土交通省 国土技術政策総合研究所

住宅研究部 部長 木内望氏 

■参加者数：51名

■主な内容：

ここ数年、大水害が相次ぎ、その背景として地球規

模での気候変動が危惧されている。これまで主に土木

分野で治水事業として担当していた水害対策について、

令和元年の東日本台風（10 月 12 日）による広範囲に

わたる水害を契機として、建築・まちづくり分野での

知見の蓄積と対策が必要となった。 

水害対策を考える場合、ハザードの規模により対策

の対象が決まり、ハザードの頻度によって対策の優先

度、切迫性や程度が決まる。これらの両方を考慮する

ことで、「土地利用規制」「個別浸水対策」「避難・機能

維持」「損害保険」のどれを重視するかを検討する必要

がある。

想定する外力と頻度に応じて、個々の建物で対応す

る範囲と、地域・地区のレベルで対応する範囲、重要

度に応じた防護レベルを変えていく、つまり対策の段

階的な使い分けが必要である。

建築分野で浸水対策を進めるうえでは、技術開発と

基準化による市場への流通、治水対策やまちづくりと

の連携、保険や金融等の市場の基盤整備、浸水後の復

旧・復興における専門的な知見の集約と提供が大事に

なる。

令和5年度第3回交流セミナーの動画：https://www.kkj.or.jp/contents/members/members_only/m_action/watch_seminar/report/r0503/r0503.html 
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3-3 会員拡大や協議会の認知度向上等に向けた 

広報活動 

3-3-1 アクセス解析を元にした普及展開活動 

(1)概要 

令和4度中の解析結果では、特に「防災」「台風」と

いった情報に関する需要が高い事を知ることができた

ため、令和5年度の広報活動を実施するにあたり、「環

境共生住宅と水害」をテーマとした記事ページの企画・

制作を進めた。 

 

(2)コンテンツターゲットの検討 

「環境共生住宅と水害」を制作するにあたり、まず

記事の情報提供を誰に向けて、何のために、何を伝え

るか、コンテンツターゲットの想定を行った（表 3-4

参照）。 

 

表3-4 情報の対象者の整理（コンテンツターゲットの設定） 

 

(3)構成の検討 

「防災」「台風」といったキーワードでkkjサイトの

情報を閲覧した人の多くは「居住者＝住まい手」であ

るとの想定から、居住者が自らの家で水害が起こるリ

スクを低減させるためにどんな方法があるか、また起

こってしまった後にどんなことをすればいいのか、実

現可能な情報の存在を網羅的に紹介することとした

（表3-5参照）。 

序章として、多発する水害が気候変動によるものと

日本の地形と都市の成り立ちによる現状を示し（図 3

－1参照）、最終ページでは、暮らしや住まいづくりか

ら考える、これからの水害対策を紹介した。 

表3-5環境共生住宅と水害の構成 

 

 

 

 

  

①多発する水害 

 近年多発する水害の要因 

 要因１.天井川が多い 

 要因２.流域の都市化による、雨水の地下浸透量が減少 

 要因３.気候変動による平均雨量の増加 

②水害のリスクと土地選び 

 水害の発生しやすい地形 

 水害に備えるための土地選び 

 洪水浸水想定区域部と水害リスクマップ 

③水害に備えたまちづくり 

 流域治水への転換 

 eco-DRR（生態系を活用した防災・減災） 

 グリーンインフラ 

④水害と共生する住まいと暮らし 

 先人の知恵に学ぶ 

 防災情報の活用 

 水害に備える家づくり 

 もし浸水被害にあってしまったら 

図3-1制作・公開した「環境共生住宅と水害」ページ 
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タイトル 事業主体 

特定都市河川の指定制度 
「浸⽔被害防⽌区域の指定」 

国⼟交通省 

⽔害ハザードマップの利活⽤事例集 国⼟交通省 

防災教育ポータブル 国⼟交通省 

住まい手が自分の家を建てる際の参考になる情報の

他、実際に水害被害にあってしまった時に参考にな

る情報の所在を示した。 

洪⽔による建物被害の推移（⽔害統計調査より） 

出典︓国⽴研究開発法⼈ 建築研究所 EpistulaVol.85（発⾏︓2021.7） 

4ページのメニューをページ上部に配置。 

検索エンジンからの流入でも、他のページ

へ移動しやすい構成にした。 

図3-2 「環境共生住宅と水害」の公開画面 

●地盤を⾼くする
●防⽔壁で家を囲む
●⾼床式にする

●外壁を耐⽔化する
●⽌⽔板を活⽤する
●基礎部との接合を強化する

盛り⼟をして敷地全体を⾼くする 沈下または崩壊が⽣じないよう締め固め、 
鉄筋コンクリートの擁壁で囲う 

半地下の⽞関を浸⽔から守る階段 地下⾞庫に浸⽔させない⽌⽔板 

地盤を⾼くする 

防⽔壁で家を囲む 
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3-3-2 子ども向けコンテンツの拡充 

(1)副教材「環境共生住宅と SDGs」の教員向け解説書

及びワークシート（Word版）を作成 

令和4年度に作成した副教材「環境共生住宅とSDGs」

を授業の副教材として活用しやすいよう、教育者向け

の指導用参考資料を制作し、kkj★KIDS ページにて公

開した。 

〇対象者：小学校、中学校の教育者向け 

〇制作物：A4サイズPDF（ダウンロード用資料）、ワー

クシートのWORD 
 

 

副教材「環境共生住宅とSDGs」 

～指導用参考資料～ 
 

• 本教材は、文部科学省 中学校学習指

導要領（平成 29 年告示）の技術・家庭

科（家庭分野）の「（7）衣食住の生活につ

いての課題と実践」「ア 食生活，衣生活，

住生活についての課題と計画，実践，評

価」で活用していただくことをねらいと

して作成したものです。その他、理科や

総合学習等でもご活用いただけます。 

• 暮らしに関係する環境問題を解決する

ために考えられた「環境共生住宅」の理

念から、「自分が暮らしたい環境共生住宅」

をテーマに、環境共生住宅で提案してい

る様々な工夫をトピックとして紹介して

います。具体的な情報をオンラインで調

べて組み合わせる学習も行います。 

• 付属のワークシートを使うことで、①課題の設定→②情報の収集→③整理・分析

→④まとめ・表現といった流れで授業を行うことができます。 

 

 

 

(2)小学生向け「環境と共生する暮らし方教室」の企画・ 

検討 

・「環境と共生する暮らし方教室」用の資料（パワーポ

イントを作成。 

〇テーマ：冬をあたたかくすごす 

〇対象：大人向け及び小学校高学年向け 

 

(3)教育関係者へのヒアリングの実施 
既存コンテンツを活かした環境と共生する暮らし

方教室の実施に向けて、実際の現場の受け止めや意見

等を聞く機会を設けた。  

実施日 令和5年12月 1日（金） 

ヒアリン

グ先 

加賀 博行氏/広野町教育委員会 

教育次長兼学校教育課長兼生涯学習課長

兼公民館長 

概要 

広報部会にて作成中の教育者向け「副教

材環境共生住宅と SDGｓ」の解説書案を

始め、環境と共生する暮らし方教室の企

画書についてご意見をいただいた。 

図3-3 「環境共生住宅とSDGs」副教材指導用参考資料 

図3-5 講演用資料の一例 

図3-4「環境共生住宅とSDGs」指導用参考資料DL画面 

★副教材「環境共⽣住宅と SDGs」指導⽤参考資料のご案内 

 

■指導⽤参考資料 

副教材「環境共⽣住宅と SGDs」を授業でお使いいただく際の指導⽤参考資料

を作成しました。 

副教材「環境共⽣住宅と SGDs」は、⽂部科学省 中学校学習指導要領（平成

29 年告⽰）の技術・家庭科（家庭分野）の「（7）⾐⾷住の⽣活についての課

題と実践」「ア ⾷⽣活，⾐⽣活，住⽣活についての課題と計画、実践、評価」

で活⽤していただくことを想定して作成したものですが、その他、理科や総合

学習等でもご活⽤いただけます。 
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4．普及展開活動 

(1)目的 

 脱炭素型社会や SDGs に賛同する組織として、社会

的要請やニーズに対応すべく体制や活動内容等の更な

る充実を図るとともに、kkj 活動の成果物（出版物や

ツール等）を積極的に公開し環境共生住宅やパッシブ

デザインの普及に資する活動を展開し、会員の拡大を

図る活動を実施した。 

(2)実施内容 

①「戸建住宅の太陽光発電システム設置に関する 

Ｑ＆Ａ」の公開 

・太陽光発電システムを設置する住宅側の留意事項を

解説した「戸建住宅の太陽光発電システム設置に関

するＱ＆Ａ」を公開し、ニュースリリースを発表し

た。併せて、関連する民間団体（14団体）に対しニ

ュースリリースと案内を配信した。

・これと連動して、国土交通省からプレスリリースが

発表されるとともに、『「建築物再生可能エネルギー

利用促進区域制度」促進計画の作成 ガイドライン

第1版』の中に掲載された。

・一般社団法人 太陽光発電協会（JPEA）において「Ｑ

＆Ａ」概要説明会を実施した。 

・kkj ウエブサイトに掲載されている「Ｑ＆Ａ」への

アクセス数は、公開後から令和 6 年 4 月 19 日現在

（約1年間）で約8,427件。

②ESHパッシブデザインツールのメンテナンス 

・以下のツールメンテナンスを実施した。

○スケジュールの追加により、「全て平日」「平日休日」

「全て休日」の 3 パターンの対応が可能となった。 

○「自然室温」の場合と「暖冷房あり」の場合の並列

処理による計算速度の高速化を図った。

・令和 4 年度の成果である「EnergyPlus におけるバー

ジョンの違いによる計算結果の差について」をテー

マとする論文を作成し日本建築学会大会に投稿した。 

「戸建住宅の太陽光発電システム設置に関するＱ＆Ａ」の主な内容 

ESHパッシブデザインツールのメンテナンス内容 

「居住条件」設定タブにおける「スケジュールセット」に 

「平日休日」「全て休日」を追加し、3 パターンの対応を 

可能とした 
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③環境と共生する暮らし方教室の企画・実施  

・広報部会において検討・作成された小学校高学年生

を対象とした「環境共生住宅と SDGs」「涼しくすご

す夏の工夫」「暖かくすごす冬の工夫」のツールを用

い、2 か所でセミナーを要望により大人向けに実施

した。 

○神奈川県川崎市：大人向けレクチャーを実施。 

○福島県広野町：大人向けセミナーを実施。 

（具体的な授業内容については広報部会で検討） 

④脱炭素社会推進会議での部会活動報告 

・脱炭素社会へ向けた提言等を行なうことを目的とし、

日本建築学会等 22 団体で構成される脱炭素社会推

進会議において、kkj 活動として各部会の活動内容

を報告した。 

⑤団体名称の変更に関する検討 

・「環境共生住宅研究会」の設立から30年以上が経過

し、「カーボンニュートラル」や「SDGs」等、住宅や

環境を取り巻く多様化・深刻化する課題やニーズへ

の対応を図るため、これまで環境と共生する“住宅”

の普及・拡大が主となっていたkkjの活動を、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「住まい・まち・暮らしの環境共生」の普及拡大と

し、これを再認識するとともに外部からも理解しや

すくするため、団体名称の変更について検討を行っ

た。 

＜主な方向性＞ 

・設立当初の「住まい・まち・暮らしの環境共生」を

継承していく団体であることから、慣れ親しんでい

ただいている「kkj」という略称は残す。 

・基本的な「住まい・まち・暮らしの環境共生」の更

なる普及拡大を図る。 

・さらには、「住まい・まち・暮らしの環境共生」を取

り巻く社会や環境の変化の課題に対応していく。 

・産（企業）・官（国、自治体）・学（学識者、研究機

関）との連携体制の強化を図る。 

＜名称変更案＞ 

・以下の名称に変更することを提案した。 

○「環境共生まちづくり協会」：新しい「まち」をつく

るだけではなく、空き家問題、少子化問題、防災対

応等今日的課題も含んだ意味での「まちづくり」 

 

  

参考図 「住まい・まち・暮らしの環境共生」を取り巻く社会や環境の変化のイメージ 
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令和5年度 環境共生住宅推進協議会 

活動体制図 



 

 
 

 

 

  



https://www.kkj.or. 
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